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マスター タイトルの書式設定表現規制との闘いの実績

第5次男⼥共同参画基本計画の⽂章案の事前修正
Ø 「メディアにおける不適切な性・暴⼒表現を防⽌」との記載を
→「違法な性・暴⼒表現の流通等を防⽌」に修正

Ø 「⼥性の⼈権を尊重した表現の推進」との記載を
→「性暴⼒表現など実在する⼥性の⼈権を侵害するような情報への対策」に修正

①

②
新サイバー犯罪条約の議論を牽制するステートメントの提出
Ø 2022年2⽉28⽇から始まったアドホック委員会について外務省と緊密に連携
Ø ⾮実在児童ポルノ規制を含む創作規制等を牽制するため、⽇本のステートメント
として「表現活動の抑制を招かないようにすることが必要」との⾒解を表明

Ø また、必要な限度で留保を認める規定を設けること等についても要請



マスター タイトルの書式設定海賊版対策の実績

③

2020年著作権法改正
Ø ネット上の⾃由に最⼤限配慮した形での侵害コンテンツDL違法化
Ø リーチサイト規制の導⼊
Ø ダウンロード型の漫画海賊版サイトの減少

①

外国会社の登記の徹底
Ø YouTube等の海外プラットフォーマーへの裁判⼿続は海外送達に時間がかかる
Ø しかし、⽇本において外国会社の登記がされていれば国内送達が可能
Ø 外国会社の登記をすべき企業に対して法務省から⼿続を指導

②
海賊版サイト運営者特定のための発信者情報開⽰制度の改善
Ø 2020年の省令改正によって開⽰情報に「電話番号」を追加
Ø 2021年のプロ責法改正によって迅速な開⽰のための新たな裁判⼿続を創設



マスター タイトルの書式設定国会図書館デジタル化の実績

③

国会図書館資料のデジタル化のための予算確保
Ø 毎年2.3億円程しかなかった予算が5年間207億円に⼤幅増加①

障がい者就労⽀援の画期的事例の実現
Ø 「障害者優先調達推進法」の理念を実現する新しい画期的事例の実現

②
デジタル化資料の利活⽤ための法整備（著作権法改正）
① 国会図書館による「個⼈向けデジタル化資料送信サービス」の実現
② 図書館等による「図書館資料の公衆送信サービス（メール送信等）」の実現



マスター タイトルの書式設定ゲーム・ネット・スマホ規制対策の実績

③

エビデンスに基づかないゲーム・ネット・スマホ規制の阻⽌
Ø 厚労省の国会答弁︓ネット依存、スマホ依存についてはそもそも定義なし
Ø 厚労省の国会答弁︓ゲーム・ネット・スマホ依存は原因も治療法も予防法も不明
Ø ⽂部科学省の⾏動嗜癖パンフレットからエビデンスに基づかない記述を削除

①

ネット依存の誤った情報の是正
Ø 「インターネット依存の疑いがある中⾼⽣は約93万⼈」との報道（2018年）
Ø しかし、報道に関する調査は、そもそもネット依存を調べるためのものではなく、
構造化⾯接も不実施（厚⽣労働省はネット依存を把握すための調査をしてない）

Ø 誤った情報に基づき政策を⾏っている⾃治体には、厚労省が是正を⾏う

②
ゲーム障害・ネット依存に関するWHO公式⾒解の獲得
① ゲーム障害は、病気や疾病ではない（そのような⾔い回しは不適切である）
② ネット依存は、エビデンスが不⼗分であったためICD-11に含まれなかった



マスター タイトルの書式設定フリーランス政策の実績

③

フリーランスに関する政府初の統⼀調査の実現
Ø フリーランスについて政府に定義がなく、実態が把握できていないことを問題視
Ø 2019年より政府に定義と統⼀調査の実施を要請
Ø 政府初の統⼀調査が実現し、2020年5⽉、内閣官房よりその結果が公表

①

下請中⼩企業振興法の改正（対象取引類型の拡⼤等）
Ø 2019年より、下請法の資本⾦要件の撤廃を主張し、2020年の閣議決定⽂書
「成⻑戦略実⾏計画」に⽴法的対応が盛り込まれたが、実現の道半ば

Ø ⼀⽅、下請中⼩企業振興法の改正は、 2021年6⽉16⽇に実現。
対象取引類型の拡⼤によってアニメーター等への委託の場合が法の適⽤対象に。

②
フリーランスガイドラインの策定（定義も含む）
Ø フリーランスガイドラインが策定され、 2021年3⽉26⽇、内閣官房等より発表
「フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するためのガイドライン」

Ø その中で、「フリーランス」について、実店舗がなく、雇⼈もいない⾃営業主や
⼀⼈社⻑であって、⾃⾝の経験や知識、スキルを活⽤して収⼊を得る者」と定義



マスター タイトルの書式設定

京アニ義援⾦の税制特別措置



マスター タイトルの書式設定MANGA議連 菅義偉官房⻑官に申し⼊れ
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l MANGA議連申し⼊れ（2019年7⽉26⽇）
– 京都アニメーション⽕災事件に対して菅官房⻑官に提⾔提出

あらゆる⽀援策を速やかに講じることを強く要望した



マスター タイトルの書式設定

フリーランス



マスター タイトルの書式設定内閣委員会 フリーランスの定義明確化と下請法問題、政府が動く
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l 内閣委員会（2020/03/10）
– フリーランスの定義について
→ ⻄村康稔国務⼤⾂

厚労省さんと中企庁さんと内閣府さん、
全くフリーランスに関する定義と対象の⼈数すらまちまちでありまして、
このままではまずいなというふうに思っているわけであります。

そこでお聞きしたいんですが、
今後、フリーランスの定義はどうされていくのか。

フリーランスにつきましては各省が
それぞれ対応してきたという実態がございます。

そこで、実態把握、それから、どういう形が、実態があり、それに対して
どう対応すべきか、政策的にどう対応すべきかということを私の下で、

内閣官房で整理をしていこうということになっております。

政府統⼀でフリーランスの実態調査がされておらず
定義もこれまでされていない︕



マスター タイトルの書式設定政府︓フリーランス実態調査結果

10

l 内閣官房⽇本経済再⽣総合事務局（2020/05）
– フリーランス実態調査結果について

国内のフリーランスの実態把握のために、
内閣官房において統⼀調査を実施した。



マスター タイトルの書式設定政府︓フリーランス実態調査結果
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マスター タイトルの書式設定政府︓フリーランス・ガイドライン（フリーランスの定義）
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l 内閣官房・公正取引委員会・中⼩企業庁・厚⽣労働省（2021/03/26）
– フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するためのガイドライン

＜別紙１＞
○ 例えば、「実店舗がなく、雇⼈もいない⾃営業主や⼀⼈社⻑であって、⾃⾝の経験や知識、スキルを活⽤して収⼊を得る者」
が他に雇⽤契約の下で働く場合に、当該雇⽤契約における業務を⾏うときの雇⽤主との関係では、本ガイドラインにおける
「フリーランス」とはしない。⼀⽅で事業者との業務委託契約（請負契約や準委任契約）だけでなく、消費者を相⼿に物品や
サービスを販売する者については、本ガイドラインにおける「フリーランス」としている。
○ 「実店舗」については、専⽤の事務所・店舗を設けず、⾃宅の⼀部で⼩規模に事業を⾏う場合は「実店舗」に区分しないこと
とし、共有型のオープンスペースであるコワーキングスペースやネット上の店舗も実店舗としない。耕地や漁船を有して、耕作
や漁業をする農林漁業従事者は「フリーランス」とはしない。
○ 「雇⼈なし」については、従業員を雇わず⾃分だけで⼜は⾃分と同居の親族だけで個⼈経営の事業を営んでいる者とする。

「フリーランス」とは法令上の⽤語ではなく、定義は様々であるが、
本ガイドラインにおける「フリーランス」とは、

実店舗がなく、雇⼈もいない⾃営業主や⼀⼈社⻑であって、
⾃⾝の経験や知識、スキルを活⽤して収⼊を得る者を指すこととする



マスター タイトルの書式設定内閣委員会

13

l 内閣委員会（2020/03/10）
– フリーランスと下請け法の関係
→ ⻄村康稔国務⼤⾂

競争法による規律を⾒直していくんだと、取り上げていくんだ、
対象にしていくんだ、検討の対象にしていくんだということなんですが、

これ⾮常に重要なのは、
この競争法の規律というのは独禁法及び下請法を指す、

それを⾒直していく考えがあるのかどうか

フリーランスの取引について下請法の規律を働かせるべきだというのも、
これも⼤切な視点だというふうに思っております。

他⽅、この下請法を適⽤してやる場合に今の定義でいいのかどうかと、
この定義を拡⼤していくこともあるんじゃないかという、
以前にも⼭⽥議員からも御指摘をいただいております。

この点について、多数の取引、
多数の企業の取引に様々な影響を与えることになりますので、

様々な観点からの検討が必要であるというふうに認識をしているところでございます。



マスター タイトルの書式設定内閣委員会

14

l 内閣委員会（2020/03/10）
– 下請法の外形要件の追加・変更について
→ ⻄村康稔国務⼤⾂

下請法の外形的な基準が資本⾦⼀千万円というのが線になっていますが、
例えば⼀千万円⼜は売上げ五億円以上⼜は従業員五⼗⼈以上という形になれば、

随分⼤きな会社も免れずにきちっと、
いわゆる下請法の中で多くのフリーランスが救済される可能性があると。
もちろん全ての枠組みをなくしてしまうと外形的に優越的地位があるのかどうか

ということが判定しにくくなりますから、
それは⼀つ下請法の仕組みとして残したとしても、

何も資本⾦⼀千万円にこだわる必要はないんじゃないかと、
こういうふうにも考えております。

下請法でどう対象としていくのかというような点ですね
この点につきまして、公取、公正取引委員会や中⼩企業庁など関係省庁において、

どのような実効的な対応があり得るのかということについて
是⾮検討を進めてもらいたいというふうに考えているところでございます。



マスター タイトルの書式設定政府︓下請法 資本⾦要件の⾒直しの検討
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l 内閣官房（2020/07/17）
– 成⻑戦略実⾏計画

□ ⽴法的対応の検討
取引条件を明記した書⾯の交付は下請代⾦⽀払遅延等防⽌法上で義務付け
られているものの、資本⾦1,000万円以下の企業からの発注などフリーランスの
保護を図る上で必要な課題について、下請代⾦⽀払遅延等防⽌法の改正を含め
⽴法的対応の検討を⾏う

※ フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するため、政府として⼀体的に、以下の保護ルールの整備を⾏う
① 実効性のあるガイドラインの策定
② ⽴法的対応の検討
③ 執⾏の強化
④ 労働者災害補償保険等の更なる活⽤



マスター タイトルの書式設定政府︓下請中⼩企業振興法の改正（対象取引類型の拡⼤等）

16

l 中⼩企業庁（2021/06/16）
– 改正下請中⼩企業振興法の公布

親事業者の協⼒のもとに、下請中⼩企業の体質を強化し、
下請性を脱した独⽴性のある企業への成⻑を促すことを⽬的とする
下請中⼩企業振興法を改正し、対象となる取引を拡⼤した



マスター タイトルの書式設定フリーランス労働法制
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l 資本⾦1000万円以下の会社から請負契約で仕事を請け負ったフリーランスは保護されていな
い。（独禁法の対象ではあるが、過去に適⽤事例無し）

資本⾦
1000万円以下

資本⾦

1000万円超

労働契約

（雇⽤）

請負契約

（フリーランス）

保護無し

労働基準法
最低賃⾦法など
で保護

下請法で保護

仕事発注側

契約方法



マスター タイトルの書式設定資本⾦別の会社数（アニメ制作・東京）
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lアニメ制作者の7割がフリーランスまたは⾃営業者
l全体の約2/3が下請法対象外の資本⾦1000万円以下

出典︓アニメーション制作者実態調査報告書2019（JAniCA） 出典︓東京商⼯リサーチの資料より⼭⽥太郎事務所作成

アニメーション制作者の就業形態



マスター タイトルの書式設定資本⾦1000万円の会社の売上と従業員数の関係
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l 資本⾦1000万円の会社でも売上が100億円、あるいは、従業員が100⼈を超える場合もあ
るが、下請法の対象となっていない

l 例えば、売上5億以上または従業員50⼈以上の会社が個⼈に発注する場合は下請法の対
象とするなどが必要では無いか（39社中17社が下請法対象に）

100

500

10

50

5

売上120億円でも
下請法の規制を受けない

○

従業員が124人でも

下請法の規制を受けない

○

※縦軸（売上）が対数軸であることに注意



マスター タイトルの書式設定

著作権法改正



マスター タイトルの書式設定著作権法改正までの流れ
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2012年改正著作権法
施⾏※

違法ダウンロードの刑事罰化（⾳楽・映像のみ）
※ 漫画や雑誌、論⽂等の静⽌画コンテンツの違法ダウンロードは規制されず2012年10⽉1⽇

2019年著作権法改正案
⾃⺠党⽂科部会了承※

違法ダウンロードの対象の制限を撤廃（「漫画や雑誌、論⽂」等にも拡⼤）、
静⽌画についてスクショも含め全⾯的に違法化・刑事罰化する内容2019年2⽉25⽇

2019年著作権法改正案
国会提出⾒送り※

⾃⺠党⽂科部会・知財調査会の幹部会合で、漫画家へのヒアリングが⾏われ
ていないなど法案が拙速に作られ、「漫画家をはじめとする著作権者、⼀般国⺠
ユーザー、双⽅からの不安・懸念が払拭されていない」との理由で、2019年通
常国会への法案提出⾒送りを決定

2019年3⽉13⽇

知財⼩委員会
事務局⻑就任

2020年著作権法改正案
責任者

⾃⺠党で著作権政策を扱う「知的財産戦略調査会 デジタル社会実現に向け
ての知財活⽤⼩委員会」の事務局⻑（実務責任者）に就任、
侵害コンテンツの静⽌画ダウンロードの違法化・刑事罰化に関して、著作権法
改正の責任者として利害関係者及び⽂化庁等と数⼗回にも及ぶ打合・会議を
⾏い、2020年著作権法改正案をとりまとめ

2019年12⽉4⽇

2020年著作権改正案
成⽴

2020年著作権法改正案が成⽴
※ 衆参両院において全会⼀致で可決され成⽴2020年6⽉5⽇

2009年改正著作権法
施⾏※

侵害コンテンツについてダウンロードの違法化（⾳楽・映像のみ、罰則なし）
※ 漫画や雑誌、論⽂等の静⽌画コンテンツの違法ダウンロードは規制されず2010年1⽉1⽇

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/online.html
https://www.asahi.com/articles/ASM2D6F8NM2DUCVL03V.html
https://www.asahi.com/articles/ASM3F31MFM3FUCLV001.html
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h21_hokaisei/


マスター タイトルの書式設定静⽌画DL違法化問題の流れ
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2⽉8⽇ ⾚松健が中⼼となり漫画家や有識者が院内集会を開き懸念を表明

2⽉27⽇ ⽇本漫画家協会が正式に声明を発表

3⽉6⽇ ⾚松健が⾃⺠党知財調査委員会にて有識者として反対を表明

3⽉13⽇ ダウンロード違法化の法案が正式⾒送りに

7⽉ ⼭⽥太郎参院選当選
9⽉25⽇ ⽇本漫画家協会と出版広報センターが共同声明①を発表

11⽉27⽇ 著作権法案検討に係る有識者検討会スタート（⾚松健委員として参加）

1⽉29⽇ ⾃⺠党デジタル⼩委員会（⼭⽥太郎事務局⻑）が提⾔取りまとめ

2⽉4⽇ ⽇本漫画家協会と出版広報センターが共同声明②を発表

5⽉26⽇

6⽉2⽇

6⽉5⽇

衆議院本会議で全会⼀位で可決

⾚松健、参議院⽂教科学委員会にて参考⼈質疑

参院本会議でも全会⼀致で可決、成⽴

２
０
１
９
年

２
０
２
０
年



マスター タイトルの書式設定著作権法や海賊版対策を取り扱う委員会の事務局⻑に就任
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初会合

打合せの様⼦

知的財産戦略調査会（親会）
林芳正 会⻑
⼩林鷹之 事務局⻑

①技術的優位の確保に関する⼩委員会
⼭際⼤志郎 ⼩委員⻑
⼩林鷹之 事務局⻑

②デジタル社会に対応した知財活⽤⼩委員会
⼩林史明 ⼩委員⻑
⼭⽥太郎 事務局⻑

③知的創造価値インフラ推進⼩委員会
上川陽⼦ ⼩委員⻑
井林⾠憲 事務局⻑

n 知的財産戦略調査会全体像



マスター タイトルの書式設定知財⼩委員会の事務局⻑として
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11⽉7⽇ l 【打合】⼩林史明議員＆各省庁
党 政務調査会「知的財産戦略調査会」⼩委員会 ⽴ち上げについて

11⽉12⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課
11⽉13⽇ l 【打合】⼩林史明議員

11⽉14⽇
l 【打合】知的財産戦略調査会︓事務局⻑⼩林鷹之議員
l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法とフェアユース）

11⽉18⽇
l 【打合】知的財産戦略調査会︓委員⻑林芳正議員
l 【会議】知的財産戦略調査会 役員会

11⽉21⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法改正の有識者検討会の件）

11⽉28⽇
l 【打合】⼩林史明議員
l 【打合】党本部事務⽅打合せ
l 【レク】知財事務局

12⽉2⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権の検討会の報告）

12⽉4⽇
l 【会議】デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会

「著作権法の改正について」
l 【レク】警察庁（海外海賊版について）

12⽉10⽇ l 【レク】コンテンツデーターベース

12⽉11⽇

l 【会議】デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会
「各省庁のコンテンツデータベース（映画・アニメ・⾳楽等）の重複状況について」

内閣府（知財事務局）、⽂化庁、経済産業省、総務省より
l 【レク】調査室（著作権犯の国際取締り）
l 【レク】内閣府（海賊版全体像）

12⽉12⽇ l 【レク】内閣府（知的財産戦略本部の組織等について）
12⽉13⽇ l 【レク】経産省（デジタル著作権について）
12⽉13⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法の改正について）
12⽉24⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権検討会の⽅向性）
12⽉25⽇ l 【レク】内閣府（知的財産戦略本部の組織等）

1⽉10⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（専⾨家会議について）

1⽉16⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法改正について、⽂化⽴国調査会
事前説明）

1⽉20⽇ l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法について）

1⽉22⽇ l 【会議】デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会
「著作権法改正案の検討状況について」⽂化庁より報告

1⽉28⽇

l 【打合】⼩林史明議員（著作権法改正提⾔について）
l 【レク】⽂化庁著作権課（著作権法について）
l 【打合】⽢利明議員（著作権法改正提⾔について）
l 【会議】知的財産戦略調査会

「データ利活⽤と個⼈情報保護」について
l 【打合】林芳正議員（著作権法改正提⾔について）

1⽉29⽇
l 【会議】デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会

「著作権に関する各種団体よりヒアリング」
著作権法改正に関するとりまとめ

1⽉30⽇
l 【会議】知的財産戦略調査会・デジタル社会実現に向けての知財活

⽤⼩委員会合同会議
「⼩委員会取りまとめ報告」

2⽉3⽇ l 【申⼊】萩⽣⽥⽂部科学⼤⾂
海賊版対策のための著作権法改正に関する申し⼊れ

n2019年 n2020年

2019/11/07

知財⼩委員会⽴ち上げについて

2019/01/22
デジタル社会実現に向けての知財活⽤⼩委員会



マスター タイトルの書式設定「改正著作権法」成⽴（衆参両院で全会⼀致）
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l 2020年6⽉5⽇「改正著作権法」成⽴（衆参両院で全会⼀致）
⾃⺠党で著作権法改正を扱う「知的財産戦略調査会 デジタル社会実現に向けての知財活
⽤⼩委員会」の責任者（事務局⻑）として、⽂化庁著作権課との擦り合わせを⾏ってきまし
た。今回の法案は、10回を超える会議や検討会等で、あらゆる⼈たちの⽬に触れて、⾮常に
問題が多かった前回の法案を修正して、海賊版は許さないが、決して萎縮に繋がらないよう
にと、⾒直されて出来たものであり、保護と利⽤のバランスがとれたものとなっています。

侵害コンテンツDL違法化（刑事）の範囲 「⼆次創作・パロディ」のダウンロードや
「軽微なもの」のダウンロードを
違法化対象から除外
することにしました。



マスター タイトルの書式設定海賊版対策のための著作権法改正に関する申し⼊れ

26

l2019年2⽉3⽇ 萩⽣⽥⽂部科学⼤⾂に提⾔申⼊れ
以下4項⽬を政府に対して要請

①侵害コンテンツのダウンロード違法化の対象から、「著作権
者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情がある
場合は除外すること（⺠事、刑事の両⽅）」

②リーチサイト規制に関する刑事罰の運⽤を懸念する声もあ
ることから、侵害コンテンツのダウンロード違法化と同様、イ
ンターネット利⽤が不当に制限されないように運⽤上の配
慮を⾏う旨を附則に明記すること

③海賊版対策の本丸である「違法アップロード対策」を充実
するための⽅策（特に⺠間との協働や国際連携、国際執
⾏など）について検討、措置を⾏う旨を附則に明記するこ
と

④研究活動などにおける著作物利⽤の困難性を指摘する声
もあることから、研究⽬的の権利制限規定の創設、その他
デジタル社会に対応した知財活⽤のための施策について、
権利者の利益保護に留意しつつ、速やかに検討を進める
こと



マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会 提⾔ 申し⼊れ
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l 2021年 6⽉3⽇(⽊)知的財産戦略調査会 井上信治内閣府特命担当⼤⾂に提⾔申⼊
デジタル化の進展や産業構造の変化を踏まえて各分野の提⾔をまとめました
（1）「国際標準の戦略的な形成・活⽤」
（2）信頼性のある⾃由なデータ流通（DFFT）推進でのイニシアティブの発揮を含む「データ利活⽤推進」
（3）企業価値の向上と更なるイノベーションにつなげる「知的財産の投資・活⽤の促進」
（4）新型コロナの影響を踏まえた「コンテンツ戦略」
（5）デジタルアーカイブや海賊版対策、国会DX「デジタル社会推進のための知財活⽤」
（6）学校建築でのプロポーザル⽅式やコンペ⽅式の採⽤など「公共調達における知的⽣産者の適切な選定」



マスター タイトルの書式設定デジタル社会推進知財活⽤⼩委員会 事務局⻑として
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l デジタル社会推進知財活⽤⼩委員会 事務局⻑として以下３点をまとめました

1. デジタルコンテンツの利活⽤について
・次世代デジタル著作権の確⽴までの⼯程表の作成
・権利情報データベースの整備
・簡素で⼀元的な権利処理を可能とする⽅策の検討
・新しい権利管理や利益分配モデルの社会実装の検討
・⽇本のコンテンツの海外展開⽀援
・国会図書館から利⽤者への絶版商業雑誌（現に流通している単⾏本への
影響が⼤きいものは除く）及び絶版漫画の送信の実現
・デジタルアーカイブ社会実現に向けた政府実施計画の作成及び予算措置
・デジタルアーキビストの国家資格創設の検討

2. インターネット上の海賊版対策について
・発信者情報開⽰制度の継続的な改善
・⽇本において事業を⾏う海外のプロバイダに対する外国会社の登記の徹底
・外国の裁判所での法的⼿続を補助する仕組みづくり
・⽇本の捜査機関が効果的な国際連携により主体的に捜査を⾏うことが
できる環境の整備
・⼗分な予算措置による官⺠共同での集中的・効果的な取締り
・公的裏付けをもった海賊版対策組織の強化

3. 国会のDXについて
・⽴法⽬的の公衆送信を可能とする著作権法42条改正等の検討
・国会審議映像のSNS投稿等を可能とする同法40条改正等の検討



マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会（デジタル社会推進知財活⽤⼩委員会抜粋）
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マスター タイトルの書式設定知的財産戦略調査会（デジタル社会推進知財活⽤⼩委員会抜粋）
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マスター タイトルの書式設定

国会図書館デジタル化



マスター タイトルの書式設定⼭⽥太郎の「国会図書館デジタル化」の為の取り組み

32

③

国会図書館資料のデジタル化のための予算確保
Ø 毎年2.3億円しかなかった予算が5年間207億円に⼤幅増加①

障がい者就労⽀援
Ø 「障害者優先調達推進法」の理念を実現する新しい調達実績の構築

②
デジタル化された資料が国⺠に⼗分利活⽤されるための法整備
（著作権法改正）
① 国会図書館による絶版等資料のインターネット送信
② 図書館等による図書館資料のメール送信等



マスター タイトルの書式設定⼭⽥太郎 国会図書館デジタル化の沿⾰

33

2019年12⽉4⽇ 党・知財調査会 デジタル社会知財活⽤⼩委「事務局⻑」就任
知財の利⽤促進として国会図書館資料デジタル化についても検討

2020年9⽉1⽇ 党・知財調査会として「国⽴国会図書館の図書等のデジタル化につ
いての提⾔」をとりまとめ、5年総額207億円の予算措置を要請

2021年1⽉28⽇ 令和2年度第3次補正予算の成⽴により、
国会図書館資料デジタル化予算60億円を措置※

2021年12⽉20⽇ 令和3年度補正予算案の成⽴により、
国会図書館資料デジタル化予算47.5億円を措置※

2021年5⽉26⽇ 2021年改正著作権法が成⽴（2022年1⽉1⽇施⾏）
図書館等による図書館資料の公衆送信を可能化する改正※

2022年5⽉ デジタル化済みの資料のうち絶版等で⼊⼿困難なものについて
国会図書館サイト上での閲覧サービス開始※

https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2020/fy2020.html
https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2021/fy2021.html
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r03_hokaisei/
https://www.ndl.go.jp/jp/news/fy2021/211222_01.html


マスター タイトルの書式設定「国会図書館デジタル化提⾔」 申し⼊れ
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2020年 提⾔申⼊

9⽉2⽇(⽔) l ⼭東昭⼦参議院議⻑
l 松村祥史参議院議運委員⻑

9⽉3⽇(⽊)
l ⼤島理森衆議院議⻑
l ⾼⽊毅衆議院議運委員⻑
l 財務省 ⽮野康治主計局⻑

9⽉4⽇(⾦) l 森⼭裕衆議院国対委員⻑

12⽉16⽇(⽔) l ⿇⽣太郎財務⼤⾂
国会図書館館⻑

⿇⽣太郎財務⼤⾂

⼤島衆議院議⻑・⾼⽊議運委員⻑⽮野主計局⻑⼭東参議院議⻑・松村議運委員⻑



マスター タイトルの書式設定国⽴国会図書館等のデジタル化についての提⾔
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5年間で総額207億円の予算措置を提⾔︕



マスター タイトルの書式設定国会図書館デジタル化の状況（2020年時点）

36

ü 国⽴国会図書館には年間約43万点の納本があるが、
デジタル化の能⼒はわずか2万点/年（5％弱、予算2.3億円）

ü 所蔵1,240万点中デジタル化済みはわずか244万点（20％）
（主に1968年以前の発刊の書籍）

ü デジタル化していても、OCRされておらず全⽂検索ができない
ü 書籍は紙で納品されている。また、有償電⼦書籍、新聞社のネット
記事等は納品されておらず、アーカイブされていないのが現状

現状

ü 1969〜2000年まで刊⾏の出版物を5年間でデジタル化
ü 図書館納本制度の在り⽅の検討

ü デジタル化経費 38億円×5年＝190億円
ü OCRの開発、ストレージの強化等 17億円（初年度）
ü 計207億円（既定経費での措置が難しいため枠外での措置）

対策



マスター タイトルの書式設定国会図書館デジタル化の前提と課題（2020年時点）
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全国の
図書館が閉館

（研究・教育等に
多⼤な影響）

・誰もがデジタル化の恩恵を受けられる体制整備などを通じて、ICTリテラ
シーや情報モラルの向上を図り、デジタル格差対策を推進する。
（P18）
・STEAM⼈材の育成に向けて、教育・研究環境のデジタル化・リモート
化を推進する（P28）
・研究のデジタル化・リモート化・スマート化の推進に向けた基盤の構築を
図る。（P30）

コロナ禍 ⾻太の⽅針2020

課題

・著作権法上、国会図書館のみが全ての書籍の保存の為の複製（デジタルアーカイブ）を認めら
れているが、デジタル化が進んでいない（デジタル化されているものも本⽂検索ができない）
・図書館送信（後述）の範囲が限定されているため、国会図書館に来ることが出来ない⼈が国会
図書館の資産を活⽤できていない



マスター タイトルの書式設定国会図書館デジタル化の概況【新規】（2020年時点）

図書館の恒常的な予算では、当年度納本された本のわずか5％しか電⼦化
する能⼒を保有していない

年間納本件数 年間デジタル化件数

（予算2.3億円）

※令和元年度実績、納本点数には官公庁出版物（⼀部デジタル化不要のものもあり）を含む

約43万点

図書17万点
雑誌26万点

デジタル化能⼒は
5％弱

約2万点



マスター タイトルの書式設定国会図書館デジタル化の概況【既存】（2020年時点）

1969年以降の図書等（80％）は電⼦化されていない

ネット公開(著作権期間満了) 37万点（15%）

図書館送信*(絶版) 147万点（60％）

館内限定(その他) 60万点（25％）

計 244万点（100％）
1969年以降刊⾏の図書等

1968年以前
刊⾏の図書等
（244万点︓20%）

蔵書全体1,240万点
*図書館送信︓登録した国内外の図書館等約1,200機関
から、絶版等資料を利⽤できるサービス。



マスター タイトルの書式設定⽬指すべき姿と今後の実施事項・予算（2020年時点）

ü 既に蔵書されているものについては、早急なデジタル化と全⽂テキスト化
の実現（取り急ぎ2000以前刊⾏の165万点について電⼦化）

ü 有償電⼦書籍等の納本や紙に加え、データでの提供の実現
⽬指すべき
姿（仮案）

予算

■今後5年間での実施事項

ü デジタル化経費︓38億円×5年＝190億円
ü OCRの開発、ストレージ増強等のシステム経費︓17億円
ü 合計 207億円（5年間）

検討 ü ⾃⺠党知財調査会デジタル⼩委での納本制度の在り⽅についての検討



マスター タイトルの書式設定社会福祉法⼈東京コロニーを視察

41

2022年1⽉13⽇ 社会福祉法⼈東京コロニー（コロニー東村⼭）
東京コロニーでは障害のある⽅が国会図書館資料のデジタル化業務を進めています。「障害者優先調達推進法」を
最⼤限活⽤した新しい調達のもと、国会図書館のデジタル化について受注しました。随意契約が可能な上限⾦額
（1500万円）に近い画期的な事例です。今回は障害のある⽅が国会図書館資料をデジタル化する様⼦を視察しました。

障害者優先調達推進法

課
題

2013年4⽉施⾏
「障害のある⼈が⾃⽴した⽣活を送るためには、就労によって
経済的な基盤を確⽴することが重要」との認識の下、「障がい
者が就労する施設等の仕事を確保し、その経営基盤を強化」す
ることを⽬的としたもの。

発注単価が安く、障害者就労施設等の経済的な基盤を確
⽴することにほとんど寄与していないという実態が判明。
（原因）
l この法律の活⽤の前例がない
l 予算決算及び会計令の解釈を誤解し、100万円を超え
るような随意契約はできないと思っている府省庁多数

l 「障害者優先調達推進法の枠組みでは1500万までであれば
障害者就労施設等との随意契約ができる」という⾮常に重
要な点を明確化

l 厚⽣労働省と財務省にこの旨を国の各機関に周知すること
を依頼

l 国会図書館に対しては5年間207億円の予算の執⾏にあたっ
てはこの制度を最⼤限活⽤すべき旨を要請

Ø 障害者優先調達推進法を最⼤限活⽤した新しい調達が⾏わ
れた→東京コロニー

⼭⽥さんが
協議を重ねた結果

東京コロニー視察の様⼦
資料デジタル化作業の様⼦

東京コロニー前にて

作業者の⽅にエール︕



マスター タイトルの書式設定

インターネット上の誹謗中傷対策



マスター タイトルの書式設定ネット上の誹謗中傷に対応するための緊急提⾔
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○ＳＮＳの普及等に伴い、ネット上の誹謗中傷、人権侵害等は年々増加。子どものネットいじめ、新型コロナウイルスによる医療者・事業者等
に対する被害の増加、ネット上の誹謗中傷等により⾃死に追い込まれる被害者も発⽣し、問題が深刻化。
○現⾏でも、プロバイダ責任制限法（プロ責法）上の権利侵害情報の削除・発信者情報開示、⺠法上の損害賠償請求、刑法上の名誉毀損
罪・侮辱罪等があるが、被害者にとって実効性ある対策となっていない。
○被害の増加に対し、諸外国では制度改正により対策を強化しているが、日本は長年制度改正を行っていない。

背景

Ø ネット上の誹謗中傷対策に関する⼭⽥太郎の取り組み
2020年6⽉1⽇ l 党 デジタル社会推進特別委員会 インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の対策ＰＴ 初会合

事務局次⻑ 就任

2020年6⽉12⽇ l 岸⽥⽂雄政調会⻑へ「インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の更なる対策に向けて」提⾔申し⼊れ

2020年6⽉16⽇ l 菅義偉官房⻑官、⾼市早苗総務⼤⾂へ「インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の更なる対策に向けて」提⾔申し⼊れ

2021年4⽉21⽇ l 改正・プロバイダ責任制限法が参議院本会議で可決・成⽴

2021年5⽉25⽇ l 党 情報通信戦略調査会 ネット上の誹謗中傷等対策⼩委員会 初会合
副委員⻑ 就任

2021年6⽉17⽇ l ⽊村響⼦様に「ネット上の誹謗中傷に対応するための緊急提⾔」⼿交
政府の関連省庁への申し⼊れ

2021年9⽉16⽇ l 侮辱罪の厳罰化、法制審議会へ諮問

匿名表現の⾃由を死守︕
被害救済は強化しつつ

表現規制推進には全⼒で反対。



マスター タイトルの書式設定インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の対策ＰＴ 事務局次⻑ 就任
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l 表現の⾃由や匿名表現の⾃由も守っていく⽴場から、事務局⻑次⻑として
提⾔まとめる

表現の⾃由に⼗分に配慮した上で、「被害者救済
」の実効性の強化が図られるようバランスをとっ
ています。具体的には発信者情報開⽰制度の円滑
化や、侮辱罪など刑事上の対応強化も盛り込んで
います。

＼匿名表現の⾃由を必死に守りました／



マスター タイトルの書式設定党 情報通信戦略調査会 ネット上の誹謗中傷等対策⼩委員会 提⾔
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マスター タイトルの書式設定侮辱罪を厳罰化、法制審議会へ
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ネット上の誹謗中傷等対策⼩委員会副委員⻑、
インターネット上の誹謗中傷・⼈権侵害等の対策PT 
事務局次に就任。提⾔を政府に提出。
侮辱罪の厳罰化の必要性について、強く訴えてきました。



マスター タイトルの書式設定

ゲーム規制問題



マスター タイトルの書式設定ゲーム依存症パンフレット 嗜癖と記述（2020年3⽉）
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• ⽂部科学省は⾼校⽣に配布予定の【⾏動嗜癖】パンフレットに無根拠なゲーム障害の記述。
⽂科省へ強い抗議。
→パンフレットの内容を是正。無根拠なゲーム障害やゲーム依存症の記述を削除。

• 厚労省に「ICD-11」においてゲーム依存症の和訳をはじめとする扱いを確認
→ICD-11の和訳は、社会保障審議会疾病、障害及び死因分類専⾨委員会において
和訳案を検討しているところであり、確定している⽇本語訳はない

（⽂科省担当者からのメール）

変更



マスター タイトルの書式設定「⻘少年インターネット環境の整備等に関する検討会 報告書」について
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※「ゲーム障害」に関する記述部分削除



マスター タイトルの書式設定⼦供・若者育成⽀援推進⼤綱
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l⼦供若者⼤綱「ネット依存等への対応」無根拠な⽂⾔削除を働きか
けました

原
案

修
正
案



マスター タイトルの書式設定内閣委員会
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l 内閣委員会（2020/03/10）
– ゲーム依存症について(ゲーム依存の位置づけ）
→ ⼭⽥雅彦官房審議官

ＷＨＯのＩＣＤ11につきましては、先⽣御指摘どおり、
統計法に基づく統計基準としてＩＣＤに準拠した疾病、

障害及び死因の統計分類を告⽰して、公的統計において使⽤しており、
現在、⽇本医学会等の協⼒を受けながら

ＩＣＤ11の和訳作業を進めているところでございます。

ＩＣＤ11にゲーム依存、いわゆるゲーム依存症というのは分類されているけれども、
結局⽇本としては、死亡及び疾病統計に関することが義務付けられたのみで、

それ以外は特段に何も決まっていないという理解でいいのか、
結論だけ簡潔に、そうならそうと⾔っていただきたいんですが、お願いします。

WHOのICD11で「ゲーム依存症」を疾病とした訳ではない正式⾒解



マスター タイトルの書式設定内閣委員会

52

l内閣委員会（2021/03/16）
– ゲーム・ネット・スマホ依存について

ネット依存、スマホ依存という⽤語について、
それぞれ省庁さんで定義があるのかどうか教えてください。

ゲーム依存については、ＩＣＤ11の中に⼀応位置付けはありますが、
いずれにしてもネット依存、スマホ依存につきまして、現時点でこれを個別
に定義する知⾒は私ども承知していないところでございます。（厚労省）

ゲーム、ネット、スマホ依存についての科学的根拠のある治療法、
予防法というのはあるのかどうか、この辺りも教えてください。

ゲーム依存、ネット依存、スマホ依存について、現時点で治療、予防に関
する確⽴した科学的根拠、科学的知⾒は承知しておりません。（厚労省）

根拠もないのにゲーム・ネット・スマホを規制すればいいというのは論外！



マスター タイトルの書式設定「ゲーム障害」勉強会
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l ICD-11にGaming Disorderが収載され、政府において国内対応に向けた取組みが
進められる

l Gaming Disorderについては、原因や治療法、予防法等について科学的知⾒がなく、
収載の経緯についても疑義が呈されている

l 根拠がないにもかかわらず、ゲーム時間の制限や依存症の治療・予防と称した取組みを
広げる動きが⾏政機関において出てきた

背景

さまざまな専⾨家の⽅々からご知⾒を賜り、いわゆる「ゲーム障害」について、
多⾓的に事実を把握するための勉強会を開催が決定

これらは⾏政のあり⽅として
⾮常に問題であり極めて危険



マスター タイトルの書式設定「ゲーム障害」勉強会︓第1回
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Ø ⽇時︓2021年12⽉21⽇ 第1回開催
Ø テーマ︓「総論・基礎概念の学習」
Ø 講師︓井出草平先⽣（⼤阪⼤学）

①WHOは「ゲーム障害は病気でもなく疾患でもなく症候群（精神障害）であり、ゲーム障害が病気である
⾔い回しは不適当である」と述べている。⽇本も、WHOのICD-11を批准するのであれば、病気という⾔
い回しはやめるべき。
②構造化⾯接を⾏わないスクリーニング・テストのみ実施だけでは、単なる『疑い』であり、有病率調査では
ない。現象を過⼤評価していると⾔わざるを得ず、正しい政策に寄与しない。
③ネット依存症９３万⼈という調査は、ネット依存のスクリーニングを実施したという調査で、過⼤評価さ
れていると⾔わざるを得ない。
④今後の議論における前提となる定義や科学的な知識を正しく理解することが必要。厚労省だけでなく他の
省庁も科学的なところから外れた政策や発信になっていないか、政治としてもしっかりと留意していく。



マスター タイトルの書式設定「ゲーム障害」勉強会︓第2回〜第5回
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Ø ⽇時︓2022年2⽉15⽇ 第3回開催
Ø テーマ︓「現代的な疾患モデルと精神医学の政治的利⽤」

「ゲーム利⽤と教育」
Ø 講師︓井出草平先⽣（⼤阪⼤学）、吉川徹先⽣（あいち発達障害⽀援センター副センター⻑)

Ø ⽇時︓2022年3⽉16⽇ 第4回開催
Ø テーマ︓「教育とデジタル機器」

「学校のタブーとゲーム障害」
Ø 講師︓井出草平先⽣（⼤阪⼤学）、豊福晋平先⽣（国際⼤学GLOCOM)

Ø ⽇時︓2022年4⽉18⽇ 第5回開催
Ø テーマ︓「ゲームと学習／ゲームによる精神疾患の治療」

「ビデオゲームのポジティブな効果について」
講師︓井出草平先⽣（⼤阪⼤学）、井上明⼈先⽣（⽴命館⼤学）

Ø ⽇時︓2022年1⽉26⽇ 第2回開催
Ø テーマ︓「ゲーム障害と精神医学 診断はなぜ必要か︖ 発達精神病理学」

「⻘年期のゲーム関連問題と精神障害」
Ø 講師︓井出草平先⽣（⼤阪⼤学）、鈴⽊太先⽣（福井⼤学）



マスター タイトルの書式設定

コロナ禍のイベント⽀援



マスター タイトルの書式設定ツイートで振り返る同⼈誌即売会等⽀援（抜粋）
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2020年3⽉3⽇
コミケ中⽌と現場へのヒアリング

2020年4⽉10⽇
チケット払い戻し無しの寄付制度

2020年3⽉27⽇
史上初のコミケ98中⽌

2020年7⽉12⽇
C99延期決定 2020冬中⽌
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2020年9⽉9⽉
トライアル公演には即売会も

2020年9⽉29⽇
持続化給付⾦と継続⽀援事業について

表現の⾃由を守る会フォーラム

2020年8⽉11⽇
⽂化芸術活動の継続⽀援事業適⽤へ
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2021年2⽉21⽇
コロナ禍の収容率問題

2021年2⽉22⽇
コミケ等から補助対象の拡⼤要請
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2021年2⽉22⽇
キャンセル⽀援の対象拡⼤

2021年2⽉22⽇
コロナ禍の容積率問題、科学的に

表現の⾃由を守る会フォーラム
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2021年3⽉5⽇
⽀援項⽬の対象拡⼤を勝ち取る

2021年4⽉24⽇
外部関係者へも⽀援⾦カバーへ

2021年3⽉17⽇
経過措置期間への対象拡⼤

表現の⾃由を守る会フォーラム
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2021年4⽉24⽇
補助⾦への不安・不満の声に対処

2021年4⽉28⽇
容積率、定員の拡⼤へ

表現の⾃由を守る会フォーラム
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2021年6⽉20⽇
コロナ禍での開催可能を官邸へ

2021年7⽉9⽇
ロッキン中⽌問題と対策

表現の⾃由を守る会フォーラム



マスター タイトルの書式設定ツイートで振り返る同⼈誌即売会等⽀援（抜粋）
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2021年7⽉14⽇
エビデンスベースでの開催

表現の⾃由を守る会フォーラム
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2021年8⽉25⽇
キャンセル料対象拡⼤へ

2021年8⽉27⽇
⽀援の継続と未払い問題



マスター タイトルの書式設定
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2021年3⽉5⽇ 同⼈即売会⽀援を引き出す（参議院議員運営委員会）
� 議院運営委員会
- 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣⾔について（2021/03/05）

Ø 会場型エンターテインメントへの⽀援について
→⻄村康稔新型コロナ担当⼤⾂

今後の政府の⽅針で、きちっと感染しないように守った施設に関しては、
イベント開催に関する施設利⽤料に関する⽀援、それから、コロナ感染のために実
は住所等を事前に調べるシステム利⽤料、結構⾼いというふうに⾔われています。
こういったことに関してきちっと⽀援を⾏うべきではないかと。揺り籠である施設
型の施設に対してもきちっと⽀援していただきたい。私もコミケ等に⽀援されて

バッジを着けておりますので、是⾮、この辺り⼤変気になります。

Ｊ―ＬＯＤｌｉｖｅの補助⾦では対象と考えておりますし、また、システム利⽤料
につきましてもこの補助⾦において感染予防対策費の⼀環として

補助できるようになっております

三次補正で措置しました⽂化芸術活動の充実⽀援事業、これにおいても、詳細は今
⽂科省で検討中でありますけれども、基本的にシステム利⽤料についても補助の対
象とすることで⽂化庁で考えているものと承知をしております。また同様に、イベ
ントの施設利⽤料についても基本的に補助対象に含める⽅向で検討しているものと

いうふうに承知をしております。

⻄村⼤⾂より、同⼈誌即売会⽀援引き出しました
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2021年3⽉29⽇MANGA議連 総会 開催
重要な以下３つの議題について議論しました。

MANGA⽂化を守り、
更なる発展のため
引き続き粘り強く進めていきます︕

MANGAナショナルセンター法案1
海賊版対策2
同⼈誌即売会⽀援3
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2021年4⽉24⽇緊急事態宣⾔発令

2021年4⽉2４⽇緊急事態宣⾔を受け各種イベントが中⽌や延期に。
カバーされない外部関係者への補償や費⽤の調査のため、関係者にヒアリング
開始。⽀援策の改善点や、要望などを伺い、提⾔としてまとめ政府に要請。
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イベント⽀援のため各関係者にヒアリング
Ø ヒアリングスケジュール（2021年）

n 4⽉26⽇(⽉) ねこのしっぽ社 内⽥さん（印刷会社）
n 4⽉26⽇(⽉) ⾚ブーブー通信社 ⾚桐さん
n 4⽉27⽇(⽕) MAY.JOYさん（⼩規模イベント）
n 4⽉27⽇(⽕) 同⼈作家 有⾺啓太郎さん
n 4⽉27⽇(⽕) COMIC１ 池上さん、北條さん
n 4⽉28⽇(⽔) ネルケプランニングさん
n 4⽉30⽇(⾦) 緒⽅恵美さん（声優・イベント会社代表）
n 4⽉30⽇(⾦) 福井健策先⽣（弁護⼠）
n 5⽉11⽇(⽕) コミックマーケット 準備会
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ヒアリングした⽀援策（ヒアリング時）

補助⾦

給付⾦

融資

• ARTS for the future!
• J-LODlive、J-LODlive2
• 感染拡⼤予防・活動⽀援環境整備事業
• 事業再構築補助⾦
• 持続化補助⾦
• IT導⼊補助⾦
• ものづくり補助⾦
• Go Toイベント

• ⼀時⽀援⾦
• ⽉次⽀援⾦
• 雇⽤調整助成⾦
• 住居確保給付⾦
• 持続化給付⾦
• 家賃⽀援給付⾦

• 資⾦繰り⽀援
• 補助⾦対応POファイナンスサービス
• 緊急⼩⼝融資
• 総合⽀援資⾦
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ヒアリング内容を共有

Copyright 表現の⾃由を守る会

l 2021年4⽉28⽇(⽔) 22:00~さんちゃんねるにて⾚松先⽣と緊急特集

Ø コロナ禍における経済⽀援（4⽉26⽇開催、
経済成⻑戦略本部での発⾔）
l エビデンスを⽰す
l 無責任で場当たりな対応を⽌める
l 分かりやすいクリアなメッセージを

Ø ヒアリング内容についてご報告
同⼈誌即売会などに精通している⾚松先⽣同席
の元、ヒアリングを進め、現場の⽅の本⾳を拾
い上げていった
政府と現場の要望がマッチしていない
申請が煩雑・条件が厳しすぎる
事業規模に対して⽀援⾦額が⾜りない
着⾦まで時間がかかる
個⼈事業が対象外
そもそも⽀援があることを知らなかった

等
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党内の連携及び各省庁との打ち合わせ

Copyright 表現の⾃由を守る会

l 意⾒を取りまとめてリスト化し、関係各所と⽀援策の改善を検討
Ø 5⽉6⽇(⽊)
⽂化⽴国調査会事務局⻑橘慶⼀郎議員と連
携し⽂化庁と下打ち合わせ

Ø 5⽉7⽇(⾦)
⽂化庁、経済産業省、新型コロナウイルス
感染症対策推進室と合同打ち合わせ
省庁を越えて集まることで、縦割りではで
きない情報共有と、今後の連携をすり合わ
せ。
各部署の責任を明確にし、どこが何をする
か道筋を⽴てた。

Ø 5⽉10⽇(⽉)
内閣総理⼤⾂補佐官に⾯会
早急に必要な対策をダイレクトに政府へ。
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2021年5⽉10⽇、政府に提⾔書を提出

1 
 

イベント型エンターテイメント産業に対するコロナ対策への提⾔ 
 

2021 年 5 ⽉ 10 ⽇ 
参議院議員 ⼭⽥太郎 

 
１， 開催制限や⼈流抑制はエビデンスベースで⾏う 

「感染者を出していないにもかかわらず、⼈流抑制のために突然活動を０にされた」「こちらはお
客さんを⼊れて駄⽬なのに、飲⾷店は⼊れてよいことを恣意的に感じる」「「⼈流抑制」が⽿に聞こえ
がいいから利⽤していると関係者は理解している。受け⼊れ難い」「ステージがあがったのは、⾏政
と医療産業が上⼿く連携できず病床がひっ迫したことが原因であり、そのつけをその他の産業に押し
付けられるのは困る」などイベント型エンターテイメント産業関係者からの政府のコロナ対策に対す
る評価は⾮常に厳しい。そもそも、産業を社会⽣活に必要なものとそうでないものとに分けること
は、⼈々の分断を⽣むものであり、ナンセンスである。⼀⽅、エビデンスによる制限であれば、賛同
はできずとも、多くの国⺠が受け⼊れるだろう。そこで以下を提⾔したい。 

・エビデンスベースでの開催制限とする 
・参加者数に対する感染率の⾼いものは制限を厳格化し、低いものは緩和・解除する 
・劇場が閉じた事による⼈流抑制の効果の有無・程度も公表する 
 

２， 補助⾦ではなく損失補償へ移⾏する、移⾏までの間は補助⾦等をラフジャスティスで⽀払う 
これまでは政府が損失補償を嫌い、補助⾦を乱⽴させたのではないか。補助⾦制度は、申請する側

も審査する側も現場の負担が⼤きく、給付が遅れに遅れているのが現状である。そもそも、補助⾦
は、経費補助であり、対象経費の⽀出をしなければならない。その結果、やりたくないことを余儀な
くされる場合も少なくない。例えば、補助⾦の条件を満たすための映像作製等、作りたくないものを
作る結果にもなる。そんな不幸なことを表現者にさせてはならない。そこで、早急に、被った損失に
応じた補償に舵を切るべきである。また、補償への移⾏までの間は、今ある⽀援制度の内容と規模を
拡充させる必要がある。特に、イベント型エンターテイメント産業においては、緊急事態宣⾔やまん
延防⽌等重点措置、経過措置の期間だけでなく、それらの期間外においても、厳しい開催制限が定め
られまったく収益が⾒込めない状況である。そのため、⽀援の充実が急務である。例えば、宣⾔や措
置の対象外の都道府県であっても、収容定員1万⼈以上の場合、収容できるのは最⼤50％であり、イ
ベントの主催者は倍の会場費を⽀払わなければならないことになる。この業界では、70%以上の観客
を⼊れなければ⿊字にならないが、宣⾔や措置が終わった後でも50%までしか観客を⼊れられないと
いう現状は、開催を中⽌するか、⾚字で開催するか、いずれにせよ業界⾃体の存続が危ぶまれる事態
である。そこで、会場費の半額を国が⽀援し、⾚字にならずにイベントを開催できる制度を早急に整
備すべきである（またはエビデンスベースで⼈数上限を撤廃するのでもいい） 

フランスのアンテルミタン・デュ・スペクタクルでは、アーティストに対し、仕事がない時に必最
低限の失業⼿当を払っている。これはコロナ渦以前からの⽀援である。⽶国ではアーティストに対す
る公的資⾦の⽀出はないが、税制優遇措置に⽀えられた寄付⽂化が存在し、⽂化芸術分野への寄付額
は優に1兆円を超えている。⽇本もエンターテイメント産業を本気で守る気合を⾒せる必要がある。 

イベント型エンターテインメント産業に対する
コロナ対策への提⾔

1. 開催制限や⼈流抑制はエビデンスベースで⾏う
Ø エビデンスベースでの開催制限とする
Ø 参加者数に対する感染率の⾼いものは制限を厳格化
し、低いものは緩和・解除する

Ø 劇場が閉じた事による⼈流抑制の効果の有無・程度も
公表する

2. 補助⾦ではなく損失補償へ移⾏する、移⾏までの間
は補助⾦等をラフジャスティスで⽀払う
Ø 補助⾦ではなく、損失額に応じた補償に移⾏する
Ø 移⾏までの間は、今ある⽀援制度の内容と規模を拡充
させる（特に会場費の半額⽀援を制度化）

Ø 補助⾦等はラフジャスティスで⽀払う

3. Withコロナ渦での中⻑期的な戦略を⽴てる
Ø ライブ配信を⾼画像⾼⾳質（8KとDolby Atmos
等）で収録できる体制を整える

Ø 外国曲のシンクロ権の問題を解決する取組みを進める
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男⼥共同参画基本計画とは

男⼥が対等な構成員としてあらゆる分野で活動できる社会の実現に向け、
５年ごとに⽬標などを定める政府の計画（閣議決定される）

第1次男⼥共同参画基本計画（2000年12⽉12⽇閣議決定）

第2次男⼥共同参画基本計画（2005年12⽉27⽇閣議決定）

第3次男⼥共同参画基本計画（2010年12⽉17⽇閣議決定）

第4次男⼥共同参画基本計画（2015年12⽉25⽇閣議決定）

第5次男⼥共同参画基本計画（2020年12⽉25⽇閣議決定）
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第5分野 ⼥性に対するあらゆる暴⼒の根絶

修正前

修正後
（2020年12⽉25⽇

閣議決定）

あくまでも違法な表現を防⽌する
ことが⽬的であることを確認
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第10分野 教育・メディア等を通じた男⼥双⽅の意識改⾰、理解の促進

修正前

修正後
（2020年12⽉25⽇

閣議決定）

社会法益保護⽬的ではなくなく、
個⼈法益保護⽬的であることを確認
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l⼭⽥太郎の公約に⼊っている【警察庁サイバー局】が令和4年度に創設︕
ついに公約が実現︕
海賊版対策、ネット上の誹謗中傷対策、
コインハイブ事件等の観点からも
数々の場でサイバー局の創設を
訴え、警察庁と何度も打合せ。
令和4年度、⼤幅な組織改正を⾏い、
「サイバー局」の創設が決定。

（公約集「⼭⽥太郎のものがたり」より）
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